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第１章 令和６年度 監査実施方針 

 鶴ヶ島市監査基準（以下「監査基準」という。）第８条第１項の規定に基づき、令和

６年度監査実施方針を次のとおり定める。 

 

１ 基本方針 

令和６年度の監査、検査及び審査（以下「監査等」という。）は、監査基準に従い、

事務事業等の内容を検証し、合規性及び正確性はもとより、経済性、効率性、有効

性の観点から、指導的に監査等を行うものとする。 

監査等の実施に当たっては、必要に応じて監査等の対象に係るリスクを把握し、

その評価を行い、リスクが高いと判断される事項について重点的に調査する。その

上で、チェック体制やリスク管理等の内部統制機能が有効であるか検討し、助言を

行う。 

さらに、各種の監査等が相互に有機的に連携して行われるよう調整し、事務改善

につながる指摘をすることにより、全体として監査等の成果が上がるように留意す

るものとする。 

 

２ 重点項目 

令和６年度の監査重点項目は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 財務会計事務 

   財務会計処理に関する事務手続きは、関係法令等に従い適正に処理されている

か。支払遅延や重複払い等はないか。 

 (2) 契約事務 

   執行伺書及び契約締結伺書等は適正に作成しているか（随意契約の理由及び根

拠条文を含む）。契約書又は請書の内容は適正か。 

 (3) 財産管理 

修繕が必要な危険箇所を長期間放置している事案はないか。 

 (4) その他 

   起案文書、執行伺書、契約締結伺書、会計伝票等の決裁区分は適正か。合議の

漏れはないか。電子決裁システムの運用に伴い、適正な事務執行が確保されてい

るか。複数の職員での確認や進捗管理の徹底等、適正な事務執行を確保するため

の対応が組織的に図られているか。 
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第２章 令和６年度 監査計画 

 監査等を効率的かつ効果的に実施するため、監査基準第８条第２項の規定に基づき、

令和６年度監査計画を次のとおり定める。 

 

１ 監査等の種類 

  令和６年度に行う監査等の種類及びその目的は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 監 査 

  ① 定例監査（地方自治法第１９９条第１・２・４項、監査基準第７条第１項第

１・３号） 

    財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理及びその他事務事業の執行

が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組

織及び運営の合理化に努めているか監査する。 

  ② 工事監査（地方自治法第１９９条第１・４項、監査基準第７条第１項第２号） 

    工事に係る設計、施工等に関する事務の執行が法令に適合し、正確で、最少

の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めてい

るか監査する。 

  ③ 財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項、監査基準第７条第１項

第４号） 

    補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体、出資している団

体、借入金の元金又は利子の支払を保証している団体、信託の受託者の当該財

政的援助等に係る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って

行われているか監査する。 

    なお、緊急に監査を行う必要があると認めるとき、又は市長からの監査要求

があったときは、その団体を追加して実施する。 

 

 (2) 検 査 

   例月出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項、監査基準第７条第１項第１

１号） 

   会計管理者等の現金（歳計現金、歳入歳出外現金、一時借入金、基金に属する

現金及び預かり金を含む。）の出納事務が正確に行われているか検査する。鶴ヶ島

市監査委員条例第６条に基づき、原則として、毎月２５日を例日として行う。 
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 (3) 審 査 

  ① 決算審査（地方自治法第２３３条第２項、監査基準第７条第１項第１２号） 

    会計年度終了後、一般会計及び各特別会計に係る決算その他関係書類が市長

から審査に付されたとき、決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であ

るか審査する。 

  ② 基金運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項、監査基準第７条第１項第 

１３号） 

    市長から定額の資金を運用する基金の運用状況について、決算審査に併せ審

査に付されたとき、基金の運用状況を示す書類の計数が正確であり、基金の運

用が確実かつ効率的に行われているか審査する。 

  ③ 財政健全化審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項、

監査基準第７条第１項第１４号） 

    市長から審査に付された健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率及び将来負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類が法令に適合し、かつ正確であるか審査する。 
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２ 監査等の対象及び実施予定時期 

種   類 対  象 実施予定時期 

定  例  監  査 

秘書広報課、情報推進課、総務人権推進課、人事課、

市民課、南市民センター、北市民センター、大橋市民

センター、生活環境課、産業振興課、福祉政策課、障

害者福祉課、介護保険課、保健センター、区画整理課、

企業立地課、会計課、教育総務課、生涯学習スポーツ

課、教育センター、新町小学校、富士見中学校、南小

学校、南中学校、選挙管理委員会、固定資産評価審査

委員会 

１０～２月 

工  事  監  査 
請負契約の金額が原則 1000 万円以上となる工事の中

から抽出 
随時 

財政援助団体等 

監査 

鶴ヶ島市商工会 ９月 

特定非営利活動法人 虹の架け橋 

公益社団法人 鶴ヶ島市シルバー人材センター 
１０月 

例 月 出納 検 査  会計管理者所管の現金出納事務 
原則毎月 

２５日 

決  算  審  査 
令和５年度の一般会計及び特別会計（国民健康保険特

別会計など）の歳入歳出決算 
６～７月 

基金運用状況審査 令和５年度の土地開発基金の運用状況 ６月 

財政健全化審査 健全化判断比率 ８月 
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３ その他の監査等 

  随時監査(地方自治法第１９９条第５項)は必要があると認めるとき、市議会の請

求による監査（地方自治法第９８条第２項）、住民の直接請求監査(地方自治法第７

５条)及び住民監査請求監査（地方自治法第２４２条)は請求があったとき、市長の

要求による監査(地方自治法第１９９条第６項)は要求があったとき、職員の賠償責

任監査(地方自治法第２４３条の２の８第３項)及び公金の収納等の監査(地方自治

法第２３５条の２第２項)は求めに応じて行う。 

 

４ 実施体制 

  監査等の種類及び対象ごとに事務局職員の担当制とする。 

  なお、担当については別途定める。 

 

５ 監査執行上の留意点 

  監査の実効性を確保するため、是正又は改善が必要な事項が認められる場合は、

監査の結果に関する報告にその内容を記載する。また、特に措置を講ずる必要があ

る事項については勧告する。 

なお、監査の結果又は勧告に係る措置状況については、必要に応じて追跡調査を

行う。 
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第３章 令和６年度 監査実施要領 

 令和６年度に行う監査等は、次の実施要領に基づき実施する。 

 

１ 実施要領 

 (1) 監査等の方法 

  ① 監査等実施通知 

    監査等の実施に当たっては、特別の場合を除き、監査等の事前手続に基づき、

監査等の種類、実施場所、日程等を、あらかじめ、関係者（監査対象課等の長

その他の関係者）に通知する。 

  ② 監査等資料の提出 

    監査等を行うに当たり、関係者から提出を求める資料は、電子データを基本

とし、監査等の種類によって監査実施通知により指定するものとする。ただし、

通知後についても状況の変化に応じて、提出資料の変更等の措置を講じるもの

とする。 

  ③ 事務局職員による事前調査及び報告 

    事務局長をはじめとする職員は、監査委員の命により、監査委員の監査等に

先立つ事前調査を行い、その結果を監査委員に口頭又は文書によって報告する

ものとする。 

    事前調査に当たっては、過去の指摘事項の是正状況や、業務に影響を及ぼす

リスクについて、重点的に調査するものとする。 

  ④ 監査等の実施 

    監査等は、関係諸帳簿及び関係書類の調査並びに関係者に対する聴き取り調

査によって行うことを原則とする。ただし、諸事情を考慮し、案件によっては、

現地監査を行うものとする。 

 

 (2) 監査等結果の報告及び公表に係る確認事項 

   監査等を行ったときは、その結果に関する報告（報告に添える意見及び勧告を

含む。）を合議により決定し、議会及び市長並びに関係のある法令に基づく委員会

又は委員に提出する。 

   例月出納検査を除いた監査等の結果の公表は、鶴ヶ島市公告式条例（昭和２５

年条例第８号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示して行うとともに、鶴ヶ島
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市ホームページに掲載する。なお、同ホームページには例月出納検査の結果も掲

載するものとする。 

また、監査の結果又は監査の結果に関する勧告に基づき、何らかの措置が講じ

られ、その旨の通知があった場合も同様とする。 

 

２ 関係部局への周知 

  別途通知する「令和６年度監査実施方針及び監査計画について(通知)」により、

各部課長へ周知する。 

 

３ その他 

 監査委員は、監査計画の前提として把握した事象若しくは状況が変化した場合又

は監査等の実施過程で新たな事実を発見した場合には、必要に応じて適宜監査計画

を修正することができる。 

 


